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はじめに：問題の所在
通常教育の場において特別な支援を必要とす
る子どもをどのように支援するか、その教育方
法と校内支援システムの構築が課題となってい
る。多くの研究や実践の蓄積があるが、本稿で
はその中でも、根拠に基づく（evidence-based）
実践の一つとして近年注目されている「教育的
介入に対する反応（Response to Intervention、
以下引用箇所を除き RTI とする）」モデルに注
目し、その理論的枠組みを検討する。具体的
には RTI の提唱者、紹介者の議論に基づいて、
RTI による学習支援の枠組みと可能性を検討
するとともに、批判者の議論を参照しながら、
RTI モデルの課題を整理する。
RTI モデルは、米国で開発・実践されている
学習者に対する評価と指導のモデルである。「通
常の教育で遅れを認める児に対し診断確定を待
たずに補足的な指導を行い、指導への反応によ
り次第に強度と特殊性の高い指導へと移行して
いく介入方略」である（関、2015、p.40）。特
に読み書きの指導において「定期的な評価を行
い、読み書きが苦手な状態であればそれに応じ
た指導を行い、改善すれば終了とし、改善が不
十分な小児にはさらに集中的な指導を行う」と
いう方法をとっている（小枝ほか、2014、p.18）。
これらは、「遅れが顕著になる前に指導が開始
できること」と、「周辺群へも介入が行えること」
が利点とされている（関、2015、p.40）。
RTI モデルは、学習支援を必要とする通常
学級在籍児童への支援、さらにはインクルーシ
ヴ教育の実践的示唆をもたらすものとして、「近
年の教育領域の最大の変化」であると評価す
る論者もいる（Brownell et al. 2010, Hall et al. 
2013）。最大かどうかはともかく、特別教育の
対象の拡大と、特別教育のサービスの場（例え
ば通常学級で支援を必要とする子どもの学習環
境）を検討するうえで、RTI モデルは、検討
する意味が十分にある。
RTI については、すでに海津（2005）、清水
（2008）、川合（2009）などの紹介があり、特に
海津らのグループが日本型の RTI 実践に取り
組み始めたこと（海津ら、2008）、小枝ら（2014）
や関（2015）のように、学習障害児に関心を持
つ医学系研究者によって RTI モデルの検証が
進められていることなどが特徴である。しか
し、例えば日本 LD 学会などで特集が組まれる
などの注目の割に、邦語文献による紹介は散発
的なものにとどまっており、RTI の可能性と
課題についての議論の整理はまだ十分とはいえ
ない。そこで、本稿は米国での RTI の議論を
− 82 −
教職研究　第 29 号（2017）
再度整理することを試みるものである。
1. ディスクレパンシー・モデルからRTI モデルへ
（１）米国における LD判定方法の転換
米国で LD 判定の方法として、従来から導
入、実施されてきたのはディスクレパンシー・
モ デ ル（discrepancy model） と 呼 ば れ る も
のである。これは、「IQ と学力面との乖離を
測定し、一定の基準以上の乖離が認められれ
ば LD と判定するもの」である（川合、2009、
p.60）。すなわち、知能水準と学業達成とのず
れ（discrepancy）に注目するもので、知能水
準が著しく低いわけではないにも関わらず、読
み書き、算数等の基礎的な学習達成に著しい困
難を見せる子どもを判定する観点である。1975
年に成立した全障害児教育法（The Education 
of All Handicapped Children Act） の 施 行 規
則（1977 年）で示されて以来、LD の判定方
法として広く共有されてきた。また、後述す
る 2004 年改正法の制定以降も、「しばらくの間
は、LD 判定・評価の手段として全米で使用さ
れていた」（同）。これは LD 児が特別教育学級
（Special Education Classes）への入級を図る
際の入級基準と関係している。川合（2009）に
よれば、LD 児の入級判定には、IQ と学力だけ
でなく、①児童・生徒に顕著なプロセス障害（知
覚、言語、認知プロセス）の有無があるか、②
IQ の評価、③学力の評価の三つが重視される。
そして「プロセス障害が学力に大きな影響を与
えている事実が認められ、なおかつ IQ と学力
間に顕著な差が認められた場合、LD と判定さ
れる」ため、「プロセス障害が児童生徒の読解、
読み理解、書きことば、算数計算、算数文章題
の理解・推論・解答のうち少なくとも 1 つの領
域に大きな影響を与えていること、そしてそれ
が知的な遅れによるものではないことを証明し
なければならない」という（川合、同）。
川合（2009）によれば、2005 年の時点でディ
スクレパンシー・モデルは米国の全ての州で使
用されており、うち 48 州が、LD と判定され
るには、このディスクレパンシー・モデルに基
づく「学習面と知的面の有意差がなければなら
ない」とされていたが、連邦政府は以下の点を
問題としたという（川合、2009、p.59。ただし
引用者が表記を一部、原意を損なわない範囲で
改変した）。
①IQ と学習面の有意差を測定するには LD
判定の信頼性と妥当性がなく、意義のある
ものとはいえない。
②LD とは単なる学業不振ではなく、認知面
や知覚面にプロセス障害を含むため、LD
のある児童生徒は将来にわたって障害とと
もに生活していく可能性が高い。よって学
習面と知的面の有意差がなくなった時点で
特殊教育を終了するには問題がある。
③このディスクレパンシー・モデルによる判
定方法は貧困層に属する児童生徒や文化・
言語背景の異なる児童生徒には問題が多
い。
RTI モデルは、2004 年の障害者教育改革
法（Individuals with Disabilities Education 
Improvement Act: PL108-446）に基づくもの
である。なお、これは 1997 年の障害者教育法
（Individuals with Disabilities Education Act: 
IDEA）の改正に相当する。この障害者教育改
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革法での改正のポイントの一つが LD の判定基
準であり、2004 年改正法では、「学習面と知能
面の差を測定するディスクレパンシー・モデル
の使用が要求されなくなった」（川合、2009）。
そのため、各州は LD の判定方法にディスクレ
パンシー・モデルを用いないという選択肢を
手に入れたことになる（清水、2008）。その結
果として、「IQ 値と現実の達成水準との差をも
とにする判定方法」に代わり、「『教育的介入
に 対 す る 応 答（Response/Responsiveness to 
Intervention:RTI）』をもとに LD を判定する方
法を採用できることになった」ということであ
る（清水 2008、p.66）。
（２）RTI への注目
RTI 登場の経緯は清水（2008）に詳しい。
米国では、LD が障害児教育のカテゴリーとし
て位置付けられて以来、議論の的になってきた
ものの一つである。知能指数にもとづく子ども
の発達の水準と、実際の学力達成の水準にずれ
があることから、知的障害とは異なるカテゴ
リーとして学習障害が位置付けられることに
なったが、その中には「マイノリティの子ども
が多数を占めていた」とも指摘されている（清
水、2008、p.67）。また、従来の LD 判定方法
には、次のような批判がなされ続けてきたと
いう（同。ただし表現の一部を筆者が改変し
た）。①ディスクレパンシーを算定する方式は
さまざまであり、その多様性ゆえに、各州間
で LD の発症率に大きな差が生じている（最低
はケンタッキー州の 2.96％、最高はロード・ア
イランドの 9.46％）。②早期発見・早期対応の
必要性にもかかわらず、ディスクレパンシー・
モデルは LD 認定基準になるまで教育介入を待
つ方式である。③アンダーアチーバー（under 
achiever、つまり低学力児、学力不振児＝引用
者注）の全てが LD ではないのに LD と誤認定
する（心理プロセスの欠陥を無視）方式である。
④不適切ないし不十分な教育的指導故に低い
達成水準を示す子どもを LD と誤認定してしま
う。⑤専門家のアセスメントと認定に多額の費
用と時間を要する、等々であるという。さらに、
ディスクレパンシー・モデルには、「LD 児の
過剰認定と誤認定による教育費の増加という批
判がつきまとっていた」とも指摘され、ディス
クレパンシーを算定するために使用される知能
検査が、文化的に偏向していて、それが人種構
成に比して多数のマイノリティの子どもが LD
として判定されることに帰着していることも、
合衆国の抱える障害児教育の長年の課題であっ
た（同）。
（３）知能検査の文化的バイアスとディスクレ
パンシー・モデル批判
米国における知能検査による知能水準に判定
方法をめぐる文化的バイアスの問題は、LD 児
の問題にとどまるものではない。1960 年代に
みられた「６時間の精神遅滞児」の問題にみら
れるような、支援を必要とする子どもの同定の
問題として、学習障害以外の障害があるとされ
る子どもの処遇とも関係している。「６時間の
精神遅滞児」の問題とは、1960 年代後半、分離・
固定型の特殊学級学校に在籍する子どもが、家
庭生活や地域社会生活では取り立てて大きな課
題や困難を抱えているとは考えにくいにもかか
わらず、知能検査のスコアの低さゆえに、９時
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から15時までの学校にいる6時間は、学校で「精
神遅滞」児として処遇されるという問題であり、
その中に多数の黒人児童が含まれていることが
大統領精神遅滞問題委員会の報告書（1969）で
示されていた。このように知能検査に基づく特
別な教育的処遇は、米国における分離型の特別
教育にたえずつきまとう課題であり続けたとい
える。
海津（2005）によれば、LD の判定方法と
し て の RTI の ル ー ツ は、1982 年 の National 
Research Council Study であるという。この報
告書では、特別教育（special education）の対
象となるかどうかの照会に関して、「（a）通常
の教育において提供される教育の質が適切であ
ること、（ｂ）特別教育において提供されるプ
ログラムが、その子どもに成果をもたらすだけ
の十分な価値を有していること、（ｃ）特別教
育の対象か否かを判定するアセスメントが、正
確であり、かつ意味あるものであること」など
が妥当性の担保に必要であるとしている（海津、
2005、p.349）。
ディスクレパンシー・モデルへの批判のピー
クとして知られているのが、2001 年の LD サ
ミットである。LD サミットにおけるディスク
レパンシー・モデルへの批判は、羽山（2012）
によると、二つの論点に大別できることができ
る。第一は診断の不正確さの問題である。ディ
スクレパンシー・モデルでは、学校の教師によ
る問題の気づき、心理士による検査、関係者（校
長以下各教員、心理士、保護者、中等教育段階
以上の場合は本人も参加）による協議により判
断が行われてきたが、教師が「無意識のうちに
特定の人種や性別に対してバイアスのかかった
判断を行っているとされた」（羽山、2012、p.61）。
関係者による協議の段階で判定結果がゆがめら
れたり、文化的不遇（culturally deprived）児
など、学習障害以外の学業不振についても、学
習障害と判定することによって特別な教育的措
置を用意するケースが少なからず指摘されてい
た。これらは、特別な配慮の必要性を感じる関
係者の善意から生まれる場合もあったとされる
が、人為的バイアスに基づく判定として、批判
を受けることになる（同）。同様に、人為的バ
イアスによる学習障害児の増加は、財政面の課
題を生じさせることになったと指摘されている
（同）。第二の点は、指導の有効性に関する内容
である。ディスクレパンシー・モデルは、知能
検査の結果と実際の学業達成水準とのギャップ
を問題にするため、学業達成がきわめて低い状
態となっていることが確認されて初めて、学習
障害（児）としての対応を受けることになる。
ディスクレパンシー・モデルでは、「知能と学
力に大きな差異があるとい事実だけ」が明らか
になるのであり、「学習のどこにつまずいてい
るのかがわからず、必要な指導の種類が特定で
きな」いという問題を抱えていた（同、p.62）。
実際、LD サミット以降にも同様の指摘がいく
つか出され、学習障害は「失敗するまで待つモ
デル（a wait-to-fail model）」などと呼ばれ、例
えば読字障害について「遅れが有意になるまで
読字障害か否かを明らかにしない乖離モデルで
あり、そこまで遅れてからでは指導効果が上が
らない」と指摘されるに至った（Shaywitz, et 
al. 2008、石坂 2011）。
LD サミットでは、検査内容と指導内容の関
連の指摘に応える形で、「単語の認識や音韻処
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理、読みの流暢さなど個別具体的なスキルに注
目することが提案された」ものの、「学習障害
児とそれ以外の児童を識別する決定的なものが
何なのか、どのような検査によって各スキルが
診断されるべきなのか」までの結論には至って
いない（羽山、2012、p.62）。
2.RTI モデルの枠組み
（１）RTI モデルの手続き的特徴
RTI モデルは LD 判定と要支援児に対する
指導と評価の一連のプロセスと考えられるが、
そこには以下の要素が含まれる（Fuchs, et al., 
2003, 清水、2008）。すなわち、①通常教育での
適切な指導の展開、②子どもの学習不振や困難
の発見、③学習不振や困難に対応した個別ない
しは小集団による教育介入とその漸進的対応の
強化、④教育介入した子どものモニタリング、
⑤教育介入への反応のなさとモニタリングデー
タを利用した障害認定である。
川 合（2009） は RTI モ デ ル を “Response”
と ”Intervention” とに分けて説明している。ま
ずはその区分にそって RTI モデルの手続き的
特徴を概観する。
「児童生徒が教育的介入に応答的かどうか（つ
まりその教育的介入に対する効果があるかどう
か）を調査する」ことが RTI の原則であるが、
「非応答性（教育的介入を行っても効果が表れ
ない児童生徒）」が現れるリスクのある児童生
徒のサブグループを特定」する必要がある（川
合、2009、p.61）。川合（2009）では、サブグ
ループの特定作業は新学期開始後 1 か月で実施
するとされるが、当該の年度に「特定の学年の
児童生徒全員に試験を行う、その試験で 25 パー
センタイル以下の成績を収めた児童生徒をリス
ク児として認定することも可能である」という
（Fuchs & Fuchs, 2006）。そしてリスク児が選
定されると、通常学級におけるリスク児の「応
答性が常にチェック」され、「リスク児は困難
があると考えられる教科や領域における標準化
された学力テストを受ける」（川合、2009、p.61）。
この場合、応答性の評価基準 25 パーセンタイ
ルよりも基準を狭めた値（例えば 16 パーセン
タイル）と定義されるという（同）。教師には、
「リスク児の成績をより的確に比較するための
方法を選定することが要求され」、「中でも適切
な方法とされているものは、①毎週リスク児が
どれほど学力を伸ばしているかを測定するため
の、地方教育委員会や州などが標準化した評価
尺度、または②毎週リスク児がどれほど学力を
伸ばしているかについての評価基準を示す対照
表やグラフ」とされている（Fuchs & Fuchs, 
2006, 川合、2009）。つまり、RTI においては、「常
に児童生徒の学習進捗度をチェックすること」
が求められ、「児童生徒の現在の学習到達度や
学習進捗度をつぶさにチェックすることができ
るダイナミックアセスメントの形式」で評価す
ることになる（同）。このように入手された情
報は、特別な支援を必要とする児童生徒を特定
することに加え、初期の教育的介入方法を計画
するためにも活用されている。「教師はこれら
のデータをもとに、カリキュラムや教材、或い
は指導手順を変更する必要があるかどうかを決
定」し、「児童生徒がリスク児かどうかを判定」
するための情報として、また「多層モデルのど
の層に児童生徒が該当するのかを判断」するた
めの材料としても活用される。
− 86 −
教職研究　第 29 号（2017）
（２）三層構造によるRTI モデルの理解
さて、RTI モデルは、多層モデルによる教育
的介入を行うもので、二層から四層まで、いく
つかのバリエーションが提唱されているが、特
に代表的なのは RTI を三層構造においてとら
える考え方である（A three-tier RTI model）。
ここでは、清水（2008）による三層モデルごと
の支援内容を整理する。
Table 1. RTI 三層モデルにおける各層ごとの支
援内容（清水、2008。ただし、一部修正した。）
第１層：通常教育における質の高い教育的介入
と支援（通常学級担任教員と特別教育担任教員
の協働）
◎前年度学期末に成績や学力テスト等でリスク
児が発見されたとき、リスク児はまず通常学級
内で、通常のカリキュラムを履修しながら、必
要に応じて通常学級教師による補充学習を受
け、通常のカリキュラムを基礎にした評価法に
よりその学習進捗度がモニタリングされる。こ
の補充学習期間は、一般的には 8 週間を超えな
い期間と考えられている。
・ 教師による読み書き能力等のスクリーニング
テストの実施
・ 教師による確かな指導戦略とアプローチの適
用
・ 継続的なカリキュラムを基礎としたアセスメ
ントと進捗のモニタリングの実施
・ アセスメント結果に基づく個別の指導の実施
第２層：判定・評価に基づく教育的介入とその
モニタリング（通常学級担任と特別教育担任の
協働）
◎第 1 層における教育的介入の実施にもかかわ
らず、子どもの困難が改善しないとき、通常の
カリキュラムに加えて、より重点的な教育的介
入が行われる。通常少人数による指導が実施さ
れる。この教育的介入は、第 1 層以上の期間を
要するものの、学年を超えない期間と考えられ
ている。この段階では、学校は教育的介入の計
画を作成し、保護者と面談して計画について説
明し、了承を得ることが望ましいとされている。
・ カリキュラムを基礎とした評価を実施し、引
き続き支援の必要な子どもを明らかにする。
・ 子どもの学習進捗状況を頻繁にモニタリング
して教育的介入の効果を高める。
・ 保護者に子どもの学習の状況および教育的
介入とそのモニタリングについて知らせ
る。
・ 教育的介入やモニタリングについて通常学級
担任教師に対して支援を提供する。
第３層：障害の認定と特別な教育的ニーズに応
じた教育（特別教育担任教員、あるいは通常学
級担任教員と特別教育担任教員の協働）
◎子どもの困難に焦点を当てた集中的な個別に
よる指導が行われる。この指導を実施したにも
かかわらず、子どもの困難が改善しないときは、
特別教育対象児として認定する。第３層におけ
る指導とモニタリングの実施責任者は、通常学
級担任教師の場合もあれば、特別教育担任教師
の場合もある。各層における子どもに対する教
育的介入の記録は、専門家チームの協議に諮ら
れ、個別教育計画が作成される。
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・ 障害があるか否かを判定するために、総合的
な評価を実施することの了承を保護者から得
る。
・ 第１層および第２層において収集されたデー
タとともに、標準化された検査を含む多様な
アセスメントを実施する。
・ リソースルームにおける組織的・集中的な個
別・小集団指導を実施する。
（３）RTI モデルの実践的評価
RTI モデルの目的と意義は多岐にわたって
論じられており、それをどの点に見出すかにつ
いては、論者によって重点の置き方に違いがみ
られる。例えば野口・米田（2012）は、Fisher 
& Frey（2010）を引き合いに出しながら、通
常教育カリキュラムへのアクセスを促す方法と
して RTI モデルが導入されていると説明する
（野口・米田、2012、p.416）。ディスクレパンシ ・ー
モデルでは、「『落ちこぼれ』てからしか支援を
受けられないのに対して、RTI モデルでは児
童生徒につまづきがみられたら、通常学級内で
行える特別な支援・配慮が提供される」という
（同）。カリキュラムへのアクセスというのは、
障害のある児童生徒など、支援が必要な子ども
が、いわゆる通常の学級で学習するときに、学
習そのものに参画できるかどうかに注目する観
点である。物理的アクセス（その場に居ること、
通学できることなど）の保障、情報アクセス（感
覚器官に障害がある場合などに、それを代替す
る情報保障がなされることなど）の保障に加え
て、カリキュラムへのアクセスが保障されるこ
とが、インクルーシヴな学習環境の構築には重
要と考えらえている（村山、2015）。
学習障害の医学的診断を待たずに教育的介入
を進めることについては、文化的側面から評価
する指摘もある。さらに、RTI がディスクレ
パンシー・モデルの文化的、言語学的バイアス
の克服を図るものとして評価する向きもある
（Montalvo, et al. 2014）。Montalvo et al. （2014）
は、RTI を根拠に基づく指導方法として評価
しつつ、多くの「文化的、言語学的に多様な子
ども」に対して、特別教育の対象としての判定
をすることになったと述べている（p.204）。文
化的、言語学的に多様性をもつ子どもの学習様
式、行動様式、文化的知識、経験といった背景
を踏まえることが重要であるという。そして文
化的、言語学的に多様な子どもにとって、RTI
モデルによる指導は主に二つの意味で重要であ
るという。第一に、文化的、言語学的に多様な
子どもが英語（米語）リテラシーを習得するに
あたり、根拠にもとづいた（evidence-based）
実践を提供することである。それによって、家
庭環境や学習期間の不十分さにより英語（米語）
の習得が十分でない子どもが、「決定的な失敗
（significant failure）」を経験する前に、学業不
振（underachievement）に対応したり、学習
を支援することが可能になるという（同）。第
二に、文化的、言語学的に多様な子どもの中で
も、特別教育のサービスを受けることが適切と
考えられる子どもと、そうでない子どもとを判
別することができるということである。
３．RTI モデルの前提となる学校機能
（１）RTI モデルにおける教師の役割
教育的介入によるこのアプローチは、多く
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の学校に採用された（川合、2009）。しかしこ
れらのモデルの弱点も指摘されている（Fuchs 
& Fuchs, 2006, 川合、2009）。第一に、教師や
専門家が、アセスメントや指導について、高度
な専門的見識や技能が備えていることが前提と
なっていることである。「教師は多くの種類の
アセスメントや指導方法に精通していなければ
なら」ず、「どのアセスメントや指導方法が適
用されるべきかを的確に知るだけの適正な臨床
判断能力と経験がなければならない」という（川
合、2009、p.63）。指導方法、指導技術の専門性は、
RTI モデルに必然的に伴われるものともいえ
る。なぜなら、第一層の介入において、75 ～
85％程度の児童生徒が、確かに学習成果を上げ
たことが示されてこそ、その指導において十分
な反応を見せなかった子どもへの次の手だてと
しての第二層の介入が開始されるからである。
（２）RTI 批判の論点
RTI の最大の批判者と目されるカヴェル
（Kavale, K. A.）らは、RTI がいくつかの重要
な未解決の問題を抱えていると述べている。例
えば、RTI モデルでは、読むときのデコーディ
ング（decoding, 解号、文字を見て音に変換す
ること）の音韻論的なプロセスが重視される。
これは米国の言語教育において、音韻意識、音
素、流暢性、語彙といったスキルが重視される
ことと関係している。しかし、そのため、RTI
モデルが算数・数学や書字、読みの理解などに
ついての説明が不十分であること、RTI モデ
ルが「失敗するまで待つ」ディスクレパンシ ・ー
モデルを克服するために、早期介入を強調する
が、年齢によるつまずきやスペクトラムを考慮
できないこと、RTI に基づくアセスメントは、
指導や評価の方法が定まらないため、「実験的」
なものとみるのがせいぜいで、未就学児や初
等学校 1 年生の読みの到達度の低い 25％を LD
の可能性があると過度に同定してしまうことに
なりかねないといったことである（Kavale et 
al. 2006, pp.124-125）。
カヴェルらの批判の第二の点であるアセスメ
ントの課題については、RTI 推進者からも指摘
されるところである。例えばフロリダ州内の学
校の教師を対象に、RTI モデルの推進の課題
を調査した Hall et al. （2013）では、RTI 実践
群の教師がデータ収集を積極的に行っているも
のの、RTI 未実施群の教師と比べて有意な差
が見られず、また RTI を推進する研究者が期
待するほどのデータ収集を行っているわけでも
ないことを指摘している。Hall らは RTI を実
践するにあたっての教師の専門性開発に、デー
タ収集のプロセスの明確化、データに基づく意
思決定のための専門職共同体の構築などが必要
であるという。
（３）RTI モデルの実践的課題
既に確認した通り、RTI モデルでは診断名が
付く前から、通常の学級において特別な配慮を
行うことができる。しかしながら、Torgesen
（2009）は、どの子どもも一連の RTI の過程を
経なければならないこと、結果的に特別な指導
が必要な子どもへの指導の開始が遅れることが
懸念されるという（Torgesen, 2009, p.40）。
また、RTI モデルへの批判の主体は「心理
士等による個別の神経心理学的評価が軽視され
ていること」であるとする指摘もなされている
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（関、2015、p.199）。階層別の教育的介入を通
した判定に加えて、「医療的側面からの個別評
価」を実施することによって、「（発達性ディス
レクシアと＝引用者注）鑑別疾患や併存疾患に
は種々の神経疾患も含まれる」ことへの対応が
可能となるという（同）。実際、関らは、個別
評価を医師が担当するモデルを提唱しており、
進学、就労、福祉サービスの利用といった節目
での診断と結び付けた支援モデルを示している
（小枝ほか、2014、関、2015）。
さらに、RTI によって介入のレベルを上げ
ても改善が得られない子どもがいること、RTI
では限界があり、年単位での指導を行うことが
必要であることなども指摘されている（Denton, 
2012）。もともとの RTI モデルは比較的短期間
での介入をもとに指導の効果を検証することを
基本としてきた。また、RTI モデルが「ある程
度の指導をして効果がない子どもを学習（読字）
障害があるとするモデルなので、ずるずると長
期間の指導をしても効果がないという事態を
招きやすい」という指摘もある（石坂、2011、
p.409）。中長期的な介入を視野に入れるべきな
のか、中長期的な介入を導入する条件や方法は
何か、といった検討も必要になってきている。
また、RTI が LD 判定方法論として十分でな
いという指摘もある。清水（2008）は LD の判
定に際して基礎的心理プロセスの障害を判断す
るには、神経学的な知見が必要であると指摘し
たうえで、「LD 児は正常知能範囲の子どもで
あるから、学習不振や困難を示さないこともあ
り得る」と指摘する（清水、2008、 pp.70-71）
学習不振を示さない発達障害児への支援とし
て、ADHD 児などへ RTI モデルの支援を適用
する研究も 2010 年代から報告され始めている
（例えば Haraway, 2012）。RTI そのものがあら
ゆる障害に適用されるかはともかく、LD 以外
の障害のある子どもへの適用が始められている
ことは興味深い事象といえる。
おわりに：考察と課題
本稿では、米国における RTI の議論とその
紹介に基づきながら、RTI の可能性と課題を
検討した。RTI は先述の通り、可能性・評価
と課題を併せ持ちながら、実践の展開が進めら
れており、わが国においても、日本型 RTI と
でも呼ぶべき取り組みが始められている。教育
的介入に対して、期待される反応（効果）が見
られない子どもを抽出して、さらなる介入（指
導）を行うというモデルは、例えば障害の確定
診断を受けない子ども、いわゆるグレーゾーン
と呼ばれ、支援が必要と考えられる子どもに対
する支援と介入のモデルとしての有効性が期待
される。特に、RTI が読み書き能力の評価と
指導を中心に展開してきたことにより、LD 児
が通常学級でどのような形でカリキュラム・ア
クセスすることが可能となるのかを検討するう
えでも、示唆をもたらす可能性がある。一方で、
このモデルは、教師が授業を通して質の高い学
習指導を実践していることが前提となるモデル
であり、アセスメントについても同様のことが
いえる。発達にゆがみや偏りのある児童生徒の
課題を、授業を通して見出すことの必要性がよ
り高まっているといえるだろう。
付記：本論文は、科学研究費補助金による研究
助成「イリノイ州とシカゴ市におけるマイノリ
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